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平成20年8月4日  

地域病院′ト児科医療確保のための要望  

大阪府立母子保健総合医療センター総長  

藤村 正哲   

日本小児科学会では、「小児医療・小児救急・新生児医療提供体制の改革ビジョン」を策  

定し、小児医療提供体制の整備のための努力を続けてまいりました。しかし、現実には、  

多くの医療現場では依然として、過酷な勤務条件で働き続けているのが現状であり、それ  

が小児医療改革のための最大の問題点であると認識しています。   

（址転勤墜狸∂吐旦由pJpJ）   

小児医療が全国で安定的に提供されるためには、地域の小児医療の基幹施設としての役  

割を担う、「地域小児科センター」を育成することが必要です。このような施設が全国に存  

在することにより、地域の小児救急に対して万全の体制で対応するという国民の絶対的要  

請と、小児科医が良好な研修環境で安定的に養成され医療現場で就労を継続するという医  

療体制確保のための必要条件を満たすことが可能になると考えております。   

日本小児科学会では既に、「地域小児科センター認定制度」  

（地史地軸勒）の準備を進めるとともに、  

添付資料の横浜市の実例のように、既に各地で「地域小児科センター」として機能する病  

院の育成を進めているのが現状です。   

今回の、「安心と希望の医療確保ビジョン」具体化に関する検討会に際し、地域小児医療  

確保のための、以下の点について、是非、ご検討をお願い申し上げます。  

⑳ 都道府県が医療計画を実施して「地域小児科センター」を指定した場合、その施設に  

地域小児医療連携体制を推進するための補助金として】一か所1億円（年間）程度の補  

助を行うこと。（全国で当面約100病院、将来的には約400病院となる予定）  

地域小児科センターに対しては、小児入院医療管理料（4500点／目）の算定を行うこと。  

「地域小児科センター」の育成上問題となっている、地域内病院間の利害対立、経営  

母体の違い（国立・県立・市町村立・日赤・済生会・厚生連等々）によるセンター施  

候補施設決定すら困難な状況を解消するための制度整備（必要な勤務医と小児病床を  

センター病院に集約する）。  

一般病院小児科・過疎地病院小児科とセンター施設との問の連携を強化し、患者搬送  

を円滑に進めるための、（ドクターヘリを含む）搬送体制の整備。  
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